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 小林総合運動公園市営プール指定管理者募集要項 

  

小林総合運動公園市営プール（以下「市営プール」という。）の設置の目的を効果的に達成する

ため、その管理を行う指定管理者を次のとおり募集します。 

 

１ 施設の概要 

 

名   称 小林総合運動公園市営プール 

所 在 地 宮崎県小林市南西方 2087番地 

設置目的 
市民の高齢者から子供まで幅広い世代の健康と福祉ニーズに対応し、心身の

健全な発達の用に供することを目的とする。 

開設年月 平成１４年４月 

施設概要 

（屋内プール） 

構  造：鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 ２階建 

延床面積：２，２６６㎡ 

施設内容 

 

●屋内プール（ＦＲＰ製） 
温水プール＜多目的プール＞ 

・ 一般プール ２５ｍ×７コース（水深１．２ｍ～１．３ｍ） 入水用スロープ付 

・ 歩行プール １８ｍ×２ｍ（水深１．０ｍ）入水用スロープ付 

・ 幼児プール 変形１０ｍ×３ｍ（水深０．５ｍ） 

・ ロッカールーム（男女共１２０名）、パウダールーム、シャワー洗眼室 

採暖室（約６０度）、男女休憩室、男女便所、身障者便所、事務室、監視室 

放送室、２Ｆ観覧席（２００名） 

熱源：給湯ヒートポンプ式（深夜電力利用） 

設備：珪藻土ろ過装置、オゾン浄化装置、塩害障害除外装置等 

 

●屋外プール（ＦＲＰ製） 
・ ウォータースライダー（Ｈ＝７ｍ、Ｌ＝６２ｍ） 

・      〃    （Ｈ＝３ｍ、Ｌ＝２３ｍ） 

・ スライダー着水プール（７ｍ×６ｍ、水深１．０ｍ） 

・ 児童用プール（２５ｍ×６ｍ、水深０．７ｍ） 

 

●駐車場 

・面積 ２，７００㎡ 

 

 

 

 

 

 



2 

２ 申請の資格 

  市営プールの指定管理者の指定に係る申請の資格は、次のとおりとします。なお、（２）の

⑦については、警察との連携により、必要な調査を行います。 

（１）団体であること。 

① 法人格の有無は問いません。 

（２）団体又はその代表者が、次のいずれにも該当しないこと。 

① 法律行為を行う能力を有しないもの 

② 破産者で復権を得ないもの 

③ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用す 

る場合を含む）の規定により、本市における一般競争入札等の参加を制限されている

もの 

④ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の 

 取消しを受けたことがあるもの 

⑤ 市における指定管理者の指定の手続きにおいて、その公正な手続きを妨げた者又は公 

正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したもの 

⑥ 国税又は地方税を滞納しているもの 

⑦ 法人等の役員又は経営に事実上参加している者に、暴力団員による不当な行為の防止  

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に掲げる暴力団関係者又は暴

力団関係者と密接な関係を有する者がいないこと 

（３）宮崎県内に主たる事務所を有する団体であること。 

（４）消費税の適格請求書保存方式（以下「インボイス制度」という。）における適格請求書

発行事業者として登録を受けた又は指定管理期間開始までに登録を受ける予定であるもの。 

（５）申請する法人その他の団体は、次の有資格者を配置すること。 

① 日本スポーツ協会等の水泳教師や水泳指導員等の資格を有するもの 

② 防火管理者（甲種防火管理者の資格を有するもの） 

③ 普通救命講習修了者 

④ ＡＥＤ講習受講者 

 

３ 募集要項等の配布 

（１）配布資料 

① 小林総合運動公園市営プール指定管理者募集要項 

② 小林総合運動公園市営プール指定管理者業務仕様書（以下「仕様書」という。） 

③ 令和４年度～令和６年度収支決算書 

④ 令和２年度～令和６年度利用状況 

⑤ 小林総合運動公園市営プールの管理に関する条例及び条例施行規則 

⑥ 小林市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例及び条例施行規則 

⑦ 小林市教育委員会が管理する公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する規則 

（２）配布期間 

   令和７年７月 18日（金）から令和７年８月４日（月）まで 

（３）配布方法 

   配布資料は、市のホームページに掲載しますので、ダウンロードして使用してください。

なお、窓口での配布はいたしません。 

 

４ 申請書類の受付 

（１）受付期間 

   令和７年７月 18日（金）から令和７年８月 18日（月）まで 

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時まで） 
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（２）提出方法 

   必要部数の申請書類及びその内容を記録した磁気媒体１枚を必ず持参の上、提出してく

ださい。郵送による受付はいたしません。 

 

５ 申請書類 

  ※ 原本 1部、副本 1３部を提出してください。 

  ※ 書類はすべてＡ４サイズで統一してください。（発行されるものは、この限りでない。） 

  ※ 法人以外の団体にあっては、相当する書類を提出してください。 

番号 書 類 名 備考 

１ 指定申請書（規則第 4条第 1項に定める様式第 1号）  

２ 申請資格に関する申立書（規則第 4条第 2項に定める様式第 2号）  

３ 

法人の場合 
定款又は寄付行為の写し  

登記事項証明書又は登記簿謄本（法務局で発行）  

法人以外の 

団体の場合 

代表者の身分証明書（代表者の本籍地の市区町村で発行）  

団体の会則  

構成員名簿（氏名・自宅の住所・生年月日の記載）  

４ 令和 7年 3月
31 日以降に
発行されたも
の。 
納税証明書で
はなく、完納
証明書ですの
でご注意くだ
さい。 

法人住民税の完納証明書（法人所在地の市町村で発行）  

５ 代表者の市町村税の完納証明書（代表者の市町村で発行）  

６ 法人県民税の完納証明書（県税事務所で発行）  

７ 法人税の完納証明書（税務署で発行）  

８ 消費税の完納証明書（税務署で発行）  

９ 地方消費税の完納証明書（税務署で発行）  

10 管理を行う公の施設の事業計画書（令和 8年度～令和 12年度の 5年間）  

11 
管理を行う公の施設での自主事業計画書（令和 8年度～令和 12年度の 5年間） 

※自主事業を実施しない場合は、その旨を記した書類 

 

12 管理を行う公の施設の収支計画書（令和 8年度～令和 12年度の 5年間）  

13 管理を行う公の施設での自主事業収支計画書（令和 8年度～令和 12年度の 5年間）  

14 

当該団体の

経営状況を

説明する書

類 

当該団体の前年度の収支明細書（損益計算書）  

15 賃借対照表  

16 財産目録又はこれらに相当する書類  

17 
当該団体の現事業年度又は翌事業年度の収支予算書又はこれらに相当

する書類 

 

18 誓約書 
「指定管理者からの暴力団排除に関する連絡協調体制の確立について

の合意書に関する取扱要領」に定める様式第 4号 

 

19 

インボイス制度に対応する必要がある場合は、適格請求書発行事業者の登録通知書の写

し。ただし、指定管理期間開始までに登録を受ける予定である場合は、その旨を記した

書類。 
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その他小林市教育委員会が必要と認める書類及び、別途仕様書等で提出を求めるもの。 

※水泳教師や水泳指導員等の資格、防火管理者(甲種防火管理者)、普通救命講習修了者、

ＡＥＤ講習受講者の資格又は講習終了が分かる書類の写し。 
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「管理を行う公の施設の事業計画書」については、管理運営に係る事業全般についてご記入

ください。 

（ア）市営プールの運営に対する基本的な考え方 

（イ）利用者の平等な利用の確保 

（ウ）サービスの向上について 

（エ）施設の適正維持・管理及び人的・物的体制について 

（オ）管理経費の縮減 

（カ）自主事業 

（キ）安全対策の取り組み等 

（ク）個人情報の保護等その他の管理業務に関すること 

（ケ）感染症予防対策 

（コ）緊急時マニュアル 

・小林総合運動公園市営プール消防計画 

・大規模地震発生時の初動行動マニュアル 

 

６ 申請に関するその他の事項 

（１）提出された申請書類の内容は、明らかな誤り又は軽微な事項を除き変更することはでき

ません。 

（２）申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

（３）市が指定管理者の選定に関し必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合があり

ます。 

（４）申請書類は、理由を問わず返却しません。 

（５）申請書類の著作権は申請者に帰属しますが､市が指定管理者の選定結果の公表等に必要な

場合は、提出書類の内容を無償で使用できるものとします。 

（６）申請書類は、小林市情報公開条例（平成１８年条例第１０号）に基づく情報公開により

公開されることがあります。 

（７）申請後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。 

（８）申請に関して必要となる費用は、申請者の負担とします。 

（９）市が提供した資料等は、申請に係る検討以外の目的で使用することを禁じます。 

 

７ 指定期間 

  令和８年４月１日から令和 13年３月 31日までの５年間 

 

８ 現地説明会の開催 

（１）目  時  令和７年８月６日（水）10時から 

（２）場  所  小林市細野３８番地１ 小林市市民体育館会議室 

（３）参加方法  参加される団体は、団体名、連絡先及び参加者名を明記の上、郵便、ファ

クシミリ、電子メール又は持参により、８月４日（月）の正午までに申し

込みください。ただし、参加者数は、１団体につき２名までとします。 

（４）その他   説明会に参加しなかった団体については、申請を行うことができませんの

で申請を行う団体は、必ず出席してください。（現指定管理者は除く） 

         説明会に出席する際は、募集要項及び、仕様書等をご持参ください。 

 

９ 申請に関する質問及び回答 

（１）受付期開  令和７年８月６日（水）から令和７年８月 12日（火）まで 

（２）提出方法  質問書（任意様式）に要旨を簡潔にまとめ、郵便、ファクシミリ、電子メ

ール又は持参により、担当課まで提出してください。（持参の場合は、土曜
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日、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時まで） 

（３）回答方法  質問書を受理した後、できるだけ速やかに郵便、ファクシミリ、電子メー

ルにより回答いたします。提出の際にご指定ください。 

 

10 審査及び選定 

（１）選定方法 

   指定管理者の選定に当たっては、【別表第１】第 1次審査（資格審査及び書類審査）を小

林市教育委員会で事前に審査し、【別表第２】第２次審査（提案内容等の審査）を市が設置

する指定管理者選定委員会において、申請者のうち申請資格の要件を満たすものについて

プレゼンテーションによる審査を行い、選定基準に照らして最も適当と認める団体を候補

者として選定します。なお、審査の結果、「候補者なし」とする場合もあります。 

（２）申請者に対する聴き取り調査 

   市は、選定に際し、必要に応じて聴き取り調査を行うことがあります。この場合におけ

る日程等については、別途申請者に連絡します。 

（３）選定結果のお知らせ 

候補者の選定の結果については、令和７年 11月上旬までに申請者全員に文書で通知しま

す。 

（４）指定管理者の決定 

   小林市議会の議決後、指定管理者の指定を行い告示します。 

 

11 基本協定・年度協定の締結 

  市議会の指定議案の議決後、小林市と指定管理者との協議に基づき、指定期間共通の基本

協定と、年度ごとに決定する委託料の額や特記事項等について定める年度協定を締結します。 

   

12 選定の基準 

（１）利用者の平等かつ安全な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。   

（２）事業計画の内容が、施設の効用を最大限に発揮するものであること。   

（３）事業計画書に沿った施設の管理運営を計画的かつ安定して行う人員、資力その他の経営

の規模及び能力を有しており、又は確実に確保できる見込みがあること。 

（４）収支計画書の内容が、施設の管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

（５）その他市長が施設の性質又は目的に応じて別に定める事項。 

   

13 管理の基準 

（１）開設期間、開館時間及び休館日 

① 開設期間は、４月１日から翌年３月 31日まで 

② 開館時間は、午前 10時から午後９時まで（ただし、10月から３月までにあっては、

午後１時から午後９時まで。土・日・祝日は午前 10時から午後９時まで） 

③ 屋外プールは、７月 20日から８月 31日まで 

④ 休館日は、月曜日（ただし、祝日と重なるときは、その翌日）及び 12月 29日から翌

年の１月３日まで 

⑤ 前号の規定にかかわらず、指定管理者が特に必要があると認めるときは、市の承認を 

得て臨時に開館時間を変更し、開館日において臨時に休館し、又は休館日において臨時に

開館することができます（事業計画書の中であらかじめ変更することが可能です） 

（２）利用の許可及び制限に関する事項 

   小林総合運動公園市営プールの管理に関する条例（平成１９年小林市条例第４７号。以

下「条例」という｡）及び小林総合運動公園市営プールの管理に関する条例施行規則（平成

１９年小林市教育委員会規則第１０号）に定めるところにより行うものとします。 
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（３）関係法令の遵守 

   前号に掲げるもののほか、次に掲げる法令及びこれらと関連する法令等を遵守して業務

を遂行するものとします。 

① 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）ほか行政関係法令 

② 労働基準法（昭和 22年法律第 49号）、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号） 

ほか労働関係法令 

③ 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

④ 小林市情報公開条例（平成 18年条例第 10号） 

⑤ その他関係法令 

    指定期間中に前各項に規定する法令等に改正があった場合は､改正された内容による

ものとする。 

（４）環境への配慮 

   管理業務の実施に当たっては、次に掲げる事項の配慮に努めてください。 

① 電気等エネルギーの効率的利用に努めること 

② 廃棄物の発生抑制、適正処理に努めること 

③ リサイクルの推進に努めること 

④ 環境負荷の低減に資する物品等の調達（グリーン購入）に努めること 

⑤ その他環境負荷の低減に努めること 

（５）業務の一括委託の禁止 

   管理業務はその全部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはいけません。ただ

し、その一部について、あらかじめ市長が認めるときは、この限りではありません。 

（６）地域での雇用及び、物品の調達等 

   管理業務の実施に当たり、職員の採用、物品の調達及び、再委託等を行う場合は、小林

市経済の活性化及び市内中小企業の育成のため、地域での雇用について極力配慮するとと

もに、小林市内の企業を優先して活用してください。 

 

14 管理業務の範囲 

  指定管理者が行う業務は次のとおりとし、その業務の詳細については、別紙小林総合運動

公園市営プール指定管理者業務仕様書（以下「仕様書」という｡）のとおりとします。 

（１）市営プールの清掃及び監視に関すること 

（２）市営プールの事業の計画及び実施に関すること 

（３）市営プールの利用の許可及び制限に関すること 

（４）市営プールの利用料金に関すること 

（５）市営プールの施設及び設備の維持管理に関すること 

（６）前各号に掲げるもののほか、これらの業務に付随する業務 

 

15 管理業務に要する経費 

（１）管理者の収入及び業務に必要な経費 

   市は､指定管理者に対して管理業務に必要な経費を予算の範囲内で指定管理料として支

払います。 

① 指定管理料の金額及び支払時期については、指定管理者と協議の上、年度協定において

定めます。 

② 市が支払う指定管理料の基準上限額は、単年度２６，０８９千円（消費税等を含む｡）

とする。 

③ 前号の「基準上限額」とは、施設の管理運営に当たり「最低限実施すべき業務に必要な

経費（支出）の見込額」から「利用料金収入及び事業収入などの見込額」を差し引いた

額であり、市が指定管理者に支払う指定管理料の目安となる額です。 
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④ 管理業務を適切に実施する中で利用料金収入や事業収入の増加、経費の節減など指定管

理者の経営努力により生み出された剰余金については、原則として精算による返還を求

めません。また、利用料金収入及び事業収入の減少など指定管理者の運営に起因する不

足額が生じた場合であっても、原則として補てんは行いません。 

⑤ 修繕費については、１件につき３０万円未満を限度に指定管理者が実施し、これを超え

た場合は小林市が執行します。 

⑥ 備品については、現状の備品を使用することとします。なお、指定管理者の持込も構い

ません。ただし、その場合は小林市の備品と区別がつくよう、その備品名を小林市へ報

告してもらいます。 

⑦ 指定期間中の物価変動、金利変動、税制改正その他の法令改正等に伴う経費の増加によ

る指定管理料は、市と指定管理者との協議のうえ決定します。 

⑧ 管理業務に係る支出及び収入は、団体名義の口座とは別の口座で適切に管理してくださ

い。 

 

16 自主事業の提案 

  指定管理者は､市営プールの設置の目的に合致し、かつ､管理業務の実施を妨げない範囲に

おいて、自らの責任と費用により市営プールを活用し、独自に企画及び計画した自主事業を

提案し、市の承認を得てこれを実施することができます。 

 

17 その他の事項 

(１) 接触の禁止 

   指定管理者は、市営プールの指定管理者選定に係る業務に関係する市又は小林市教育委

員会の職員若しくは指定管理者選定委員との接触により、申請及び選定についての情報を

不正に入手する等の事実が認められた場合は、失格や指定の取消しをすることがあります。 

（２） 次点候補者と協議を行う場合 

   指定管理者の指定について小林市議会の議決を経るまでの間に指定管理者の候補者が

この要項に定める事項に違反したとき又は協議が成立しないとき、小林市議会が指定に係

る議案を否決したとき又は指定管理者の指定を取り消したときは、指定管理者の候補者の

選考において次点候補となった団体を指定管理者の候補者として協議を行う場合があり

ます。 

（３） その他の協議すべき事項 

   協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、市及び指定管理者双方が誠意を持っ

て協議するものとします。 

 

18 責任の分担 

指定管理者と小林市における業務上の責任分担は、次のとおりです。なお下記事項以外に

疑義が生じた場合は、双方の協議によるものとします。 

                              （負担者側に●） 

項       目 指定管理者 小林市 

施設運営（警備、企画、利用者の安全、苦情対応） ●  

施設維持管理（清掃、保守点検、設備法定点検、衛生管理） ●  

物品管理 ●  

使用許可事務 ●  

災害時対応（連絡体制、被害調査報告） ●  

施設の法的管理  ● 

施設の整備、修繕（1件の金額が 30万円を超えた場合）  ● 

災害復旧  ● 
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火災保険  ● 

施設賠償保険  ● 

第三者賠償保険 ●  

 

19 申請書及び添付書類の提出先（問い合わせ先） 

小林市教育委員会 スポーツ振興課 スポーツ振興グループ 

小林市細野３８番地１ 

電 話  ０９８４－２２－７９１１ 

ＦＡＸ  ０９８４－２３－６１１６ 

Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  k_sports@city.kobayashi.lg.jp 

 

 

 

【別表第 1】 

 

小林総合運動公園市営プール指定管理者 第１次審査基準（資格審査及び書類審査） 

 

 

審   査   項   目 

 

適・否 

１ 個人ではなく、法人その他の団体（以下｢団体｣という。） 適・否 

２ 申請資格に記載する管理運営に必要な資格を有する者を確保できること。 適・否 

３ 

地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4及び小林市建設工

事等に係る入札参加資格停止の措置に関する要綱（平成 19 年小林市告示第

165号）の規定に該当しないこと。 

適・否 

４ 

法人等の役員又は経営に事実上参加している者に、暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 2号に掲げる暴力

団関係者又は暴力団関係者と密接な関係を有する者がいないこと。 

適・否 

５ 国税及び地方税の滞納がないこと。 適・否 

６ 宮崎県内に住所を有していること。 適・否 

７ 
インボイス制度における適格請求書発行事業者として登録を受けた又は指定

管理期間開始までに登録を受ける予定であるもの。 
適・否 

 

※第１次審査時点以降、上記審査項目の不適合に該当した場合は、指定管理者としての資格

を喪失したものとします。 
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【別表第 2】 

小林総合運動公園市営プール指定管理者 第２次審査基準（提案内容等の審査） 

 

選 定 基 準 No 評  価  項  目 配点 

基
本
方
針 

管理運営方針 

1 
管理運営方針が施設の目的に合致したものとなってい

るか。 
５ 

2 
公の施設の管理運営に対して意欲や熱意が感じられる

か。 
５ 

3 市民協働、地域との連携の視点があるか。 ５ 

組 
 

織 

人員配置・研修体制 

4 
施設全体の管理運営を行うための職員体制、研修体制

が整っているか。 
５ 

5 
市内在住者の雇用や、障がい者・高齢者の雇用機会が

確保されているか。 
５ 

経営状況 6 経営基盤が安定しており、良好な経営状況であるか。 ５ 

安定した管理運営を担

保とする実績 

7 同種の施設管理運営業務の実績があるか。 ５ 

8 

官公庁の事業実績や市と容易にかつ緊密に連携が可能

な団体及び小林市民のサービス提供に精通している団

体であるか。 

５ 

管 
 

理 

事業運営の安全・安定性 9 

事業の運営に必要な知識と資格を持った人材が確保さ

れ、無理の無い勤務ローテーションにより安全かつ質

の高いサービスが提供できるか。 

５ 

施設管理の安全・安定性 10 
日常の施設整備の維持管理方法が明確であり、安全・

安定的な管理運営が可能か。 
５ 

快適な環境・衛生管理 11 
安全で快適な利用のための、環境・衛生管理が行える

か。 
５ 

危機管理 12 事故・緊急時の対応が考えられているか。 ５ 

個人情報及び情報公開 13 
個人情報保護や情報公開の取扱について配慮されてい

るか。 
５ 

公平な施設利用 14 
障がい者や高齢者が利用しやすい管理運営になってい

るか。 
５ 

事
業
・
サ
ー
ビ
ス 

市事業方針との整合性 15 
健康増進及び継続したスポーツ活動を支援する工夫が

提案されているか。 
５ 

利用者の満足度向上 16 
サービスの向上、苦情対応など、利用者の満足度向上

が図られる提案となっているか。 
５ 

利用者増加方策 17 
施設利用者の増加、施設稼働率の向上が図られるもの

となっているか。 
５ 

コ
ス
ト 

提案価格の妥当性 18 現実的な経費の積算を行っているか。 ５ 

具体的経費削減策 

19 
サービスを低下させずに経費を削減する具体的提案が

あるか。 
５ 

20 
自主財源の確保策が具体的である等、費用対効果が十

分に期待できるものとなっているか。 
５ 

合         計 １００ 


